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茨城県内
3日	 	茨城県によれば、2025年の県内16の公設海水浴

場の入込客数（開設期間：7月12日～8月24日）は、
387,956人と前年に比べて＋10.0％の増加

8日	 	茨城県によれば、県内の高齢者人口（65歳以上、
2025年9月15日現在推計）は85万2,737人、総人
口に占める割合は31.2％といずれも過去に実施の
国勢調査と比べて過去最高を更新

11日	 	茨城県は、インド人材を県内に繋ぐ「いばらき
×インド人材プロジェクト」を開始したと発表、
県内企業がインド人材への理解を深めるために
採用戦略セミナーや現地視察ツアーなどを実施

17日	 	国土交通省「都道府県地価調査」（2025年7月1日
時点）によれば、茨城県住宅地の平均変動率は
前年に比べ＋1.2％と3年連続、商業地は同＋1.8％
と4年連続、工業地は同＋2.0％と10年連続の上
昇（全国は住宅地：＋1.0％、商業地：＋2.8％、
工業地：＋3.4％）

19日	 	茨城空港は、株式会社フジドリームエアライン
ズ（FDA）による、「小牧～茨城」（2025年11月
17日～19日）、「茨城～小松」（11月17日～19日）、
「茨城～広島」（12月8日～10日、14日～16日、
17～19日）、「茨城～松山」（12月11日～13日）
チャーター便の運航を公表

24日	 	茨城県によれば、2024年度一般会計決算見込み
は、歳入が1兆3,486億円と前年に比べ＋0.5％の
増加、歳出が1兆3,209億円と同＋1.2％の増加。
翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収
支は＋150億円と同＋60億円黒字幅が縮小

24日	 	茨城県は、2025年度9月補正予算案を公表、追加
予算規模は一般会計ベースで123億38百万円、中
小企業等の賃上げや子育て世帯の家計負担軽減
の支援、医療・介護分野における体制確保への支
援や、防災・減災対策などに必要な予算を計上

24日	 	茨城県は、「茨城－ソウル（仁川）」路線（定期便）
の就航を発表（週3便、11月12日～）

30日	 	茨城県によれば、県内44市町村の2024年度普通
会計決算額は、歳入が1兆4,434億円と前年に比べ
＋2.3％の増加、歳出が1兆3,822億円と同＋2.7％
の増加

国内・国外
1日	 	財務省「法人企業統計調査」によれば、2025年4

～6月期の全産業（除く金融、保険業）売上高は前
年同期に比べ＋0.8％の増加、経常利益は同＋0.2％
の増加（過去最高水準）、設備投資は同＋7.6％の
増加

3日	 	財務省によれば、2026年度一般会計予算概算要
求総額は122兆4,454億円と25年度概算要求総額
に比べ＋4.1%の増加

11日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、主要政策金利を
2.15％、中央銀行預金金利を2.00％に各々据え置
くことを決定

12日	 	厚生労働省によれば、2025年の民間主要企業の
夏季一時金妥結額は、加重平均で94万6,469円、
前年に比べ＋5.31％と4年連続の増加

16日	 	厚生労働省によれば、2024年の出生数は68万
6,173人と前年に比べ▲4万1,115人の減少、出生
数と死亡数の差である自然増減数は▲91万9,205
人と同▲7万477人の減少

17日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
ファンド（FF）金利の誘導目標を0.25％ポイント
引下げ、4.00～4.25％とすることを決定

18日	 	日本銀行「資金循環統計」（速報）によれば、家
計保有の金融資産残高（2025年6月末）は2,239
兆円と前年同期に比べ＋1.0％の増加。株式等が
同＋4.9％、投資信託が同＋9.0％、債務証券が同
＋12.7％の増加

19日	 	日本銀行は、金融政策決定会合で、政策金利で
ある無担保コールレート（オーバーナイト物）
を0.50％程度で据え置くこと、日銀が保有する
ETF・J-REITについてETFを年間3,300億円程度、
J-REITを年間50億円程度（いずれも簿価ベース）
で市場へ売却を行うことを決定

26日	 	国税庁によれば、2024年の民間企業給与所得者
の平均給与は478万円と前年に比べ＋3.9％の増
加、うち正規社員は545万円（同＋2.8％）、非正
規社員は206万円（同＋2.2％）

29日	 	内閣府は、9月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「米国の通商政策による影響が自動車産業を
中心にみられるものの、緩やかに回復している」
と判断を据え置き

30日	 	総務省によれば、都道府県の2024年度普通会計
決算額は、歳入が59.8兆円と前年に比べ＋2.2％
の増加、歳出が57.9円と同＋2.2％の増加

経済トピックス　2025年9月 経済情報ピックアップ
国土交通省「令和 7 年 都道府県地価調査」結果について

経済情報ピックアップ

全国の地価平均変動率（全用途） 圏域別の地価平均変動率（用途別）

出所：国土交通省「令和 7 年都道府県地価調査」
注：地方 4 市：札幌市、仙台市、広島市、福岡市。
出所：国土交通省「令和 7 年都道府県地価調査」

9 月16 日、国土交通省は「令和7 年 都道府県地価調査」
の結果を公表しました。同調査は、各都道府県知事が毎年
7 月1 日時点における基準地の価格を調査し公表したもの
を取り纏めたものになります。

今回の結果では、全国平均の地価変動率は全用途で前
年比＋1.5％と、4 年連続で上昇し上昇幅も拡大していま
す。全国の地価変動率を用途別にみると、住宅地は同＋
1.0％と4 年連続の上昇、商業地は同＋2.8％と4 年連続で上
昇、工業地は同＋3.4％と8 年連続で上昇しています。国内
では景気の緩やかな回復が続き、物価が上昇している中
で、地価についても上昇がみられます。

地域別にみると、三大都市圏では、インバウンド需要の
拡大や再開発などを背景に東京圏と大阪圏を中心に住宅
や店舗、ホテル等の需要が堅調なことで地価の上昇幅の
拡大が続いています。とくに東京圏では、不動産投資とし
ての高い魅力から海外投資家からの資金流入が続いてお
り、今後も地価の上昇が続くと予想されます。

一方で、地方圏では、札幌・仙台・広島・福岡の「地方４
市」が全用途で同＋5.3％と前年に比べて鈍化したものの、
再開発事業を背景に三大都市圏を上回る高水準の上昇率
を維持しています。

その他地方圏では、住宅地が同±0.0％と30 年振りにマ
イナスから脱却しており、三大都市圏や地方4 市に遅れな
がらも地価の回復がみられる地点が増加しています。

このほかの特徴として、大手半導体メーカーが進出す
る北海道や熊本の一部地域では、関連企業等を含む従業

員向けの住宅用地や事務所用地等の需要が旺盛で、いず
れの用途でも高い上昇率を記録しています。

茨城県では、全用途で同＋1.3％と4 年連続で地価が上昇
しました。県南地域の地価上昇が続き、県北地域の地価下
落が緩和していることで上昇幅も拡大が続いています。

用途別にみると、住宅地は、同＋1.2％と3 年連続で、商業
地は、同＋1.8％と4 年連続で上昇しました。都心へのアク
セスが良好なつくばエクスプレス（TX）沿線の大幅な地
価上昇が続き、JR常磐線沿線でも地価水準が比較的割安な
地域の住宅需要が高まるなど、影響が波及していること
で県平均の地価を押し上げています。なお、つくば市内の
基 準 地（ つ く ば 市 み ど り の 東39 番9、住 宅 地 ）で 同 ＋
19.6％と大幅に上昇しており、茨城県で1 位、全国でも5 位
の上昇率となっています。

工業地は、同＋2.0％と10 年連続の上昇となっていま
す。首都圏に近接する高速道路IC付近では工場や倉庫等の
土地需要が強い状況が続いています。また、全国有数の工
場立地県として積極的な企業誘致を背景に企業の関心が
高く、供給が不足していることも地価の上昇につながっ
ています。

地価の上昇地点が県南地域で目立つ結果となっていま
すが、県庁所在地である水戸市についても住宅地で同＋
0.1％と33 年振りに上昇に転じました。2023 年にオープン
した新市民会館をはじめ、JR水戸駅周辺地域でのマンショ
ン建築などの開発が進んでいることが地価を押し上げて
います。

（筑波総研　上席研究員　山田　浩司）
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住宅地 商業地 工業地用途
地域 2024年 2025年 2024年 2025年 2024年 2025年 2024年 2025年
全国 0.9 1.0 2.4 2.8 3.4 3.4 1.4 1.5
 三大都市圏 3.0 3.2 6.2 7.2 6.0 6.1 3.9 4.3
 　東京圏 3.6 3.9 7.0 8.7 6.6 6.7 4.6 5.3
 　大阪圏 1.7 2.2 6.0 6.4 6.3 6.8 2.9 3.4
 　名古屋圏 2.5 1.7 3.8 2.8 3.5 2.5 2.9 2.1
 地方圏 0.1 0.1 0.9 1.0 2.4 2.4 0.4 0.4
 　地方4市 5.6 4.1 8.7 7.3 14.1 10.7 6.8 5.3
 　その他地方 ▲ 0.1 0.0 0.5 0.6 2.3 2.2 0.2 0.2
茨城県 0.7 1.2 1.4 1.8 1.6 2.0 0.9 1.3
栃木県 ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.3 2.1 3.4 ▲ 0.3 ▲ 0.2
群馬県 ▲ 0.5 ▲ 0.4 0.2 0.6 1.8 2.3 ▲ 0.3 0.0
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